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電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続細則第２条の規定により、平成１２年５月２５日付け郵通議第３０１５号で公告された郵政省令案に関し、別紙のとおり意見を提出します。

＜総論＞

  指定電気通信設備との接続に係るコロケーションの手続等についてのルール整備は、指定電気通信設備との円滑な接続において大変重要であり、早急にその実施が望まれるところであります。

  こうした状況の中、コロケーションに関して接続約款に定めるべき事項を、電気通信事業法施行規則（以下、「省令」という。）によって義務付けを行うことは、コロケーション実現時期の早期化・明確化・費用の低減に大きく寄与するものと考えます。したがって、今回の省令整備に関しては、その意義を大きく評価するとともに、このような形で意見を提出する機会を与えていただき厚くお礼申し上げます。

  今回の省令変更案の内容につきましては、基本的に賛同いたします。しかしながら、省令に基づく接続約款の具体的内容の良否がコロケーション手続きの円滑化に大きな影響を及ぼすことから、下記のとおり各論にて、具体的内容について述べさせて頂いておりますので、よろしくお取り計らい願います。

＜各論＞

１．コロケーションに関する手続に関して

＜二-イ（１）＞

 他事業者が接続に必要な装置を設置することが可能な場所に関する情報の開示を           他事業者が受ける手続



【現状】

     接続事業者が接続に必要な装置をコロケーションする場合、東西ＮＴＴは事前に空きスペースに関する情報を開示せず、相互接続点調査において初めて空きスペースの有無を調査する手続になっております（相互接続点調査では、コロケーションの可否について詳細な検討が行われます）。

     相互接続点調査は有償になっており、いわば、賃借物件のパンフレットを有償でしか入手する道がない状態であり、さらに、３で述べるように情報開示に時間もかかるため、コロケーション局の選定等に費用・時間を要するため、ＤＳＬを例としてユーザーサービスの迅速な展開が阻害されております。

【省令案に対する意見】

     上記手続を接続約款に定めることは適当と考えます。

【接続約款に規定すべき事項に関する要望】

（１）コロケーションに関する空きスペース情報（空き面積等の簡単な情報）については、鉄塔で既に実施されているように、事前に開示することが望ましいと考えます。

（２）仮にこれが困難な場合、接続事業者からの要望によって、個別に無償で開示することを要望します。情報開示申込～回答までの期間については、２週間程度が妥当と考えます。その際、スムーズに情報開示が行なえるよう、東西ＮＴＴの本社経由ではなく各支店に直接問い合わせることを可能とする事を提案します。

２．接続事業者が自ら工事･保守を行なう場合について

＜二-イ（３）＞

 他事業者が工事又は保守を行なう場合の手続

＜二-ヘ＞

 その他他事業者が接続に必要な装置を設置する場合の当該事業者が負担すべき金額及び条件



【現状】

 接続事業者自らがコロケーションに関する工事･保守を行なうことについては、現在の接続約款上禁止されてはいませんが、実際は東西ＮＴＴに全てを委託する形態になっていると理解しております。この事は、工事期間の長期化,工事費の高止りを招き、また保守については、煩雑な手続により対応の遅れを引き起こす原因となっていると認識しております。 


【省令案に対する意見】

  上記手続を接続約款に定めることは適当と考えます。

接続事業者が自ら工事･保守を行なう事が出来るよう接続約款に規定することにより、工事期間の短縮,工事費の低廉化,保守対応の迅速化を図る事が出来ると考えます。
【接続約款に規定すべき事項に関する要望】

（１）接続事業者自ら工事・保守を行なう際、電気通信事業法で定める資格者を有することは当然として、更に東西ＮＴＴから工事業者の指定が行われることがないよう要望いたします。

（２）電力設備及び東西ＮＴＴ設備へのつなぎこみ工事等、工事の一部については、東西ＮＴＴに委託することも可能な手続きのオプションを規定し、手続きの柔軟性を持たせるべきと考えます。

（３）保守に関しては、迅速性及び緊急性が求められるため、簡単な入室手続を行なうことで、即日24時間対応可能とすることを要望いたします。

（４）＜二-ヘ＞の「負担すべき金額」については、セキュリティー確保の観点から東西ＮＴＴより立会費を請求されることが想定されますが、基本的には立会なしで対応可能とすることを要望いたします。

 仮に立会費を請求される場合においては、接続約款に当該費用を規定すべきと考えます。この場合、東西ＮＴＴが工事･保守を請け負う場合の現行作業単金を、立会のみの費用に適用することは、非合理であると考えます。立会の内容に応じた作業単金を設定することを要望します。

（５）＜二-ヘ＞の「条件」については、現行接続約款第１６条第５項に列挙されている(1)～(7)の事項以外に、コロケーションの具体的制限事項（ネガティブリスト）として、明確に接続約款に規定することが必要であると考えます。


３．標準的期間について
＜二-ロ＞

 他事業者が接続に必要な装置の設置の可否及び条件の検討を指定電気通信設備を設置する第一種電気通信事業者に請求した日から当該検討の結果の回答を受け当該回数に係る設置の工事が始まる日までの標準的期間（当該回答が接続に必要な装置の設置を拒否するものであるときは、当該回答の日までの標準的期間）

＜二-ハ＞

 指定電気通信設備を設置する第一種電気通信事業者が行なう場合の工事の標準的期間



【現状】   

（１）現在、コロケーションの請求から実現においては、東西ＮＴＴの社内手続に要する期間が長く、具体的な標準期間の規定が曖昧なため、その実現に多くの期間を要していると認識しております。

（２）実際の運用においては、相互接続点調査申込書を提出する前（コロケーションの請求の前）に、設置機器の「事前審査期間」が必要となっており、これらがコロケーション実現期間の長期化をもたらしております。


【省令案に対する意見】

（１）省令案の通り｢①コロケーションの請求から結果の回答までの期間｣｢②結果の回答から工事着手までの期間｣｢③工事の期間｣に分けて標準的期間を設けることが適当と考えます。これにより、コロケーション実現までの手続期間が短縮化されることを要望します。

（２）上記の現状（２）の「事前審査期間」に関しては、相互接続点調査に含めて行われるよう、明確に接続約款に規定していただけるよう、省令に反映していただきたいと考えます。

【接続約款に規定すべき事項に関する要望】

（１）下記の期間を定め、全体としての標準的設置期間の短縮化を図ることを要望いたします（３ヶ月程度）。また、「事前審査期間」については①の期間と位置づけるべきと考えます。
（２）設置機器の事前審査については、東西ＮＴＴが審査する際に必要な項目を、事前に明確にすべきと考えます。当該項目を接続事業者が提出することにより、審査の迅速化が図れるものと考えます。


４．東西ＮＴＴの工事･保守に対して接続事業者が負担すべき費用について

＜二-ホ＞

 指定電気通信設備を設置する第一種電気通信事業者が工事又は保守を行なう場合の工事又は保守に関して他事業者が負担すべき金額



【現状】

     現在、東西ＮＴＴの工事費･保守費については接続約款に規定されておらず、その根拠が不明確で高いと認識しております。

     
【省令案に対する意見】

     上記手続を接続約款に定めることは適当と考えます。
【接続約款に規定すべき事項に関する要望】

     公平性を確保するためにも、工事費･保守費を明確に規定すべきと考えます。

また、工事を依頼した接続事業者に対しては、その工事費・保守費の根拠（稼動人工等がわかる明細等）を明確に示すべきと考えます。

５．その他

＜省令案以外＞

 ＮＴＴコミュニケーションズとの同等性について



【現状】

 ＮＴＴコミュニケーションズは、東西ＮＴＴと同一建物に収容されている場合があり、他の接続事業者と比較して、コロケーションに関する手続（空スペース情報の入手,保守（立ち入り）,接続形態等）において有利な条件であることも想定されます。

【意見】

 ＮＴＴコミュニケーションズと他の接続事業者との間で、コロケーションの手続・標準的工事期間・情報公開等において、接続約款に記載されたものが同様に適用されることを遵守していただきたいと考えます。

 平成１１年４月３日付郵政省報道発表資料「日本電信電話株式会社の再編成に関する実施計画案の概要に対する意見及びそれに対する郵政省の考え方」において、「地域会社と長距離会社を含む他事業者との取引条件については、郵政省として再編成後の状況を注視し、必要に応じて措置を講じる考えである」との見解が示されております。コロケーションについても、取引条件の一部として、継続的に運用状況をチェックしてしていただきたいと考えております。仮に、今後コロケーションの運用において、ＮＴＴコミュニケーションズと他事業者との間で工事期間等において実質的な差異が発生した場合には、省令の見直しを含め適切な措置を講るべきとを考えます。


以上

別  紙








 ②仮にコロケーション設備について指定事業者の業務遂行上制限すべき事項があれば指定事業者において必要最低限の範囲内で具体的な制限事項（ネガティブリスト）を明確にすること。





＜参考：平成１１年７月３０日付け「接続料の算定に関する研究会」報告書より＞














五（五）地域会社と長距離会社との間の接続形態は、地域会社と他の電気通信事業者との


        間のものと同一とすること


  （六）地域会社と長距離会社との間の接続条件は、地域会社と他の電気通信事業者との


        間のものと同一とすること








＜参考：平成９年１２月４日付け「日本電信電話株式会社の事業の引継ぎ並び


                                に権利及び義務に関する基本方針」より＞








《具体的な期間の規定について》


①コロケーションの請求から結果の回答までの期間


「事前審査期間」を含めて下記の通り要望します。


          ＊導入実績のある装置,東西ＮＴＴ仕様の装置…２週間


          ＊新規装置導入の場合…２ヶ月


ただし、接続事業者が自前工事・保守を行う場合は、導入実績のある装置を同様の期間とする。


②結果の回答から工事着手までの期間


接続事業者が設置の申込をしてから１ヶ月以内程度で工事を着手することを要望します。但し、接続事業者が１ヶ月以内での着手を要望しない場合には、その限りでないと考えます。


③工事の期間


対象となる設備毎に、標準的処理期間を定めるべきと考えます。弊社としては、下記の期間に工事を完了するよう要望します。


＊ルータの場合…２週間内


＊ケーブル工事・相互接続伝送設備…１．５ヶ月内








《工事期間の長期化の例》


単純なルーター設置工事であっても、通常６ヶ月程度を要しています。長期化の要因は、実際の工事期間ではなく、東西ＮＴＴでの事務手続き等となっております。





《委託保守の問題点》


伝送装置のパッケージ交換の作業（弊社設備の場合、即日復旧が可能な作業）についても、新たな建設工事依頼を求められることがあり、その工事期間も３ヶ月程度要しています。事務作業等の増大により、迅速な対応ができない事例が発生しております。








《東西ＮＴＴ社内での事前審査の期間》


＊新規装置導入の場合…４ヶ月程度


＊導入実績のある装置,東西ＮＴＴ仕様の装置…１ヶ月程度





《東西ＮＴＴによる設備工事費用 例》


  ＊請求書内訳には「設計費」「工事費」「物品費」「一般管理費」等の項目の記載のみ。


   その作業内容が不明確。


   特に「設計費」においては、大部分が接続事業者側で設計を行なっているにも関わらず、


   不当に高い費用を請求されているのが現状です。
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